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既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業
（概要）

<令和6年8月15日時点版>
今後、変更になる場合があります

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部

省エネルギー課



対象条件

補助対象者と交付申請者

給湯器設置工事の工事発注者を補助の対象とします。
補助金の交付申請は、工事発注者（共同事業者）と工事元請事業者（補助事業者）が共同で
行います。
具体的な手続きは、工事元請事業者（補助事業者）が代表して行い、補助金の交付を受けるもの
です。ただし、交付された補助金は、工事発注者（共同事業者）に還元される必要があり、申請に
あたっては還元方法について、予め両者で同意を行うものとします。
なお、工事元請事業者は、本事業の参加にあたっては、所定の手続きにより「補助事業者」としての
登録（以下、「事業者登録」という。）を受ける必要があり、事業者登録後に交付申請する取替工
事を補助の対象とします。

執行団体 事務局
工事請負契約等発注者

（賃貸オーナー等）
工事請負契約等元請事業者

（販売業者等）

国

￥

￥

補助（定額）

補助（定額）

申請

機器の売買を含む
工事請負契約※

￥

導入支援恩恵

共同申請

補助事業者 共同事業者
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※ リースにより機器を設置する場合、法定耐用年数（6年間）以上のリース期間が設定されたいわゆるリース契約も含む（レンタル、割賦不可）
※ 建設業法が定める工事請負契約に相当する内容を含む内容であれば、売買契約書、発注書/請書、工事請負契約書でも構いません。

最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



補助対象の申請単位

原則、1棟あたりの取替台数が２台以上の場合、申請可能とする。（申請は建物1棟単位）
ただし、1棟あたり10戸未満の住戸所有である場合、例外的に1棟あたり1台の申請可能とする。
本公表以前の着工分等既に賃貸オーナー等との交渉している分については緩和措置を実施する。
具体的には、11月2日から12月15日までの着工分については、1棟あたり1台の取替の場合も申請
可とする。
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間接補助事業者
（申請事業者）

オーナーA

補助事業者

申請者

共同申請者

申請者

取替取替

2棟所有

取替

オーナーB

共同申請者 共同申請者

取替

1棟
10戸以上

1棟
10戸未満

申請者

1棟あたりの取替台数が1台の場
合は、原則申請を認めない

1棟あたり10戸未満の場
合、例外的に1台の申請
を認める

・・・・・

対象条件

最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



パターンB パターンCパターンA

対象条件
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補助事業者と共同事業者

（１）補助事業者の要件

（２）共同事業者の要件

購入の場合 リースの場合

工事請負契約元請事業者 リース事業者

購入の場合 リースの場合

工事請負契約発注者
リース契約者

（転リースの場合は転リース借主）

賃貸オーナー

販売・工事業者

賃貸オーナー

管理会社

工事業者

委託
契約￥

申請者

共同申請者

賃貸オーナー

管理会社

販売・工事業者

※工事請負契約：機器の売買を含む工事請負契約のこと。ただし、建設業法が定める工事請負契約に相当する内容を含む内容であれば、売買契約書、発注書/請書、工事請負契約書でも構わない

【購入の場合の補助事業者と共同事業者】

工事請負
契約※￥

申請者

共同申請者

申請者

共同申請者

工事請負
契約※￥

管理契約￥工事請負
契約※￥

＊想定パターンであり、その他パターンでも工事請負契約があれば問題ない

最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



対象条件

補助対象となる住戸（補助対象住戸）

以下１～３の条件すべてを満たす住宅が、補助対象住宅となります。
１．既存住宅であること（新築※を除く）

※建設日（検査済証の発出日）から1年以内で、居住実績がない住宅
２．集合住宅であること（戸建を除く）

• １棟のうち、２戸以上の住戸があること
３．賃貸住戸であること

• 賃貸借契約を結ぶ住戸であること
• 住戸の賃貸目的が住宅用であること（テナントを除く）

補助対象となる工事（補助対象工事）

以下の１～２の条件すべてを満たす工事が、補助対象工事となります。
１．従来型給湯器からの取替工事であること

エコジョーズ・エコフィールではない機器（以下、「非エコジョーズ等」という。）からの工事であること
２．補助対象機器への取替工事であること

補助対象機器の要件（後述）を満たすエコジョーズまたはエコフィール（以下、「補助対象エコ
ジョーズ等」という。）への取替工事であること

対象となる期間及び着工日の考え方

令和５年１１月２日以降に着工※する工事を対象とします。
※ 補助対象機器の設置工事の着手日。なお、複数台数を設置する場合は、1台目の設置工事着

手日のことをいう。
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最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



対象条件

補助対象機器

以下の要件を満たす機器を原則対象とします。

＜給湯単能機（エコジョーズ）の場合＞
モード熱効率が９０％以上のもの

＜ふろ給湯器（エコジョーズ）の場合＞
モード熱効率が９０％以上のもの

＜給湯暖房機（エコジョーズ）の場合＞
給湯部熱効率が９５％以上のもの

＜油焚き温水ボイラー（エコフィール）の場合＞
連続給湯効率が９５％以上のもの

＜石油給湯機（直圧式）（エコフィール）の場合＞
モード熱効率が９１％以上のもの

＜石油給湯機（貯湯式）（エコフィール）の場合＞
モード熱効率が８０％以上のもの

なお、対象となる型番については後日公表します。※一部例外を設定する場合があります。

補助額

追い焚き機能なしエコジョーズ/エコフィールへの取替：５万円/台
追い焚き機能ありエコジョーズ/エコフィールへの取替：７万円/台
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最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



対象条件

１戸当たりの台数制限

既存賃貸集合住宅の住戸あたり1台までとする。

残予算の公表

本事業では、事後申請制※1を採用することから、こまめに残りの予算額を開示する予定。
※1 事後申請制とは：契約・着工後に工事をまとめて申請できる制度のことを言います

補助金の還元

補助金交付を受けた補助事業者は、補助金を工事発注者またはリース等契約者である賃貸オー
ナー等に全額還元する必要があります。還元方法は、共同事業実施規約にて交付申請時に合意さ
れているものに基づいた方法で行う必要があります。
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最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



対象条件

共同事業実施規約について

原則として、工事請負契約や売買契約等の締結時に、補助事業者と共同事業者との間で補助事
業の実施や補助金の受取に関する取り決め（共同事業実施規約）を締結し、交付申請時に提出
する必要があります。
【規約の主な内容】
① 必要な証明書類の提出等、協力して補助事業を実施すること
② 補助金の受取方法（工事代金に充当又は補助事業者が一旦受領して還元する方法）
③ 補助事業実施上の遵守事項を遵守すること
④ 補助金の申請ができない又は交付を受けられない等の場合における損失等は、その責めの程度を

勘案して負担するものとし、その程度の範囲と方法について予め双方で取り決めを行うこと。（本
取り決めは商談の段階（工事請負契約や売買契約等を締結する前の段階）から明確化してお
くことが望ましい）
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共同事業実施規約は、事務局選定後に公表予定です。

最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



申請時に必要となる書類（予定）

【必須】
① 本補助金の利用について発注者が同意する共同事業実施規約（指定の書式）
② 工事請負契約書等の写し（契約関係がわかるもの/材工金額がわかるもの）

建設業法が定める工事請負契約に相当する内容を含む内容であれば、売買契約書、発注書/請
書、工事請負契約書でも構わない。
領収書、請求書は対象になりませんのでご注意ください
※ リース等契約の場合：リース契約書、転リース契約書等、賃貸オーナー等と結ぶリース契約書等

③ 発注者の本人確認書類（住民票の写し、運転免許証の写し等）
※発注者が法人の場合：代表者の本人確認書類（住民票の写し、運転免許証の写し等）

④ 写真（従来給湯器写真、補助対象エコジョーズ等写真、銘板写真）
※取替（申請）台数分の写真が必要になります（代表1台分の写真では不可）

⑤ 納品書（設備型番/台数/引渡日がわかるもの）
原則、補助事業者に対して仕入先が発行した納品書（設備型番/台数/引渡日がわかるものであ
れば、保証書でも構わない）
※リース契約の場合：リース契約書、転リース契約書等賃貸オーナーと結ぶリース契約書等に設備
型番/台数/引渡日が記載されている場合は②の書類のみで構わない。ただし、一部でも記載がない
場合は不足している情報が記載されている書類を添付すること。

⑥ 自認書（次ページにイメージを添付）
⑦ 建物の不動産登記事項証明書 9

提出書類は、現時点で想定している内容であり、今後変更になる場合があります。
必要書類や提出方法は、事務局が別に定める交付規定、交付申請の手引き等を
必ずご確認ください。

最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



自認書として必要な情報（予定）
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項目

A.既存賃貸集合住宅であること（新築、分譲、戸建でないこと）

B.取替工事住戸が賃貸住戸であること（事務所・テナントでないこと）

C.工事前機器が非エコジョーズであること（原則エネルギー種別が同一の取替であること）

D.補助金が賃貸オーナーに還元されること

（賃貸オーナーが個人の場合）
E.賃貸オーナー個人の住戸でないこと

F.工事前機器から機能・能力（号数）を下げた機器でないこと

G.賃貸オーナーが所有する住戸であること（原則、設備導入コスト負担者≠光熱費負担者であること）

あくまで例示であり、今後変更になる場合があります（指定様式とする予定）。

最新情報は事業HPにて公表しています
事業HPをご確認ください

https://chintai-shoene2024.meti.go.jp/



＜＜同一＞＞

所有している既存賃貸集合住宅への取替を自ら行う場合
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本補助金は、原則、機器の売買を含む工事請負契約等が存在することが必要になります。
しかし、管理会社やエネルギー供給事業者等が賃貸オーナー業も行っている場合、工事請負契約等
は存在しないが、例外的に補助対象とすることができる。

執行団体 事務局 （賃貸オーナー）
管理会社・エネルギー供給事

業者等

国

￥

￥

補助（定額）

補助（定額）

申請

補助事業者 （共同事業者）

卸売事業者

機器納入 提出

取替工事

なお、上記の場合、工事請負契約等は存在しないので、申請時にP9「② 工事請負契約書等の写
し」は不要とする。
※同一者間では契約関係は成立しないので共同事業実施規約を締結できない。そのため、単独申
請となる（申請時に「誓約書」を作成・申請していただく）。

単独申請※

工事業者

取替工事
委託

本例外対応は、国が事前に認めた補助事業者のみを対象とします。
（申請については次ページ以降を参照ください）



所有している既存賃貸集合住宅への取替を自ら行う場合
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例外企業の適用フロー

民間企業
（補助事業者）

業界団体
国

（資源エネルギー庁）

執行団体 事務局

② とりまとめ ④ 認定 

① 申請書の送付 ③ 申請書の送付

⑤ 認定共有
⑥ 認定の通知

⑦ 交付申請

民間
企業

業界
団体

国
執行
団体

① 申請書の送付 ◎ ○
• 自らが例外認定事業者の条件に合致していることを確認したのちに、業界団体へを依頼。
• 業界団体を通じて「賃貸集合給湯省エネ2024事業自社所有物件施工申請書（以下、「申請書」とい

う。）」を受取、記入、送付。※業界団体へは国から必要書類を共有します。

② とりまとめ ◎
• 民間企業の要望を受け、例外認定のとりまとめ団体として国に連絡。
• 申請書を民間企業へ送付。
• 民間企業から提出された申請書の内容が埋まっているかを確認。

③ 申請書の送付 ◎ ○ • 申請書を国へ送付。（不備があった場合は業界団体が間に入り調整する）

④ 認定 ◎ • 本例外に的確かどうかを判断し、認定

⑤ 認定共有 ◎ ○ • 交付申請時に例外対応するための民間企業名等を事前に共有

⑥ 認定の通知 ○ ○ ◎ • 国は業界団体へ例外認定した旨と「賃貸集合給湯省エネ2024事業自社所有物件施工宣誓書」を送付する。

⑦ 交付申請 ◎ ○
• 住宅省エネポータル上にて申請（「賃貸集合給湯省エネ2024事業自社所有物件施工宣誓書」等を提出）。
• 2024年5月から交付申請対応可能予定。

◎：主体／情報発信元 ○：情報受取



所有している既存賃貸集合住宅への取替を自ら行う場合
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例外事業者となる事業者の条件

例外事業者になる条件は以下のすべてを満たすことが必要です。
• 本事業の補助事業者としてすでに事業者登録されていること
• サプライヤーやメーカー等からエコジョーズ等の補助対象製品を事業のために継続的に仕入れている

実態があること（一時的にＷｅｂ等から購入した対象製品でないこと）
• 本事業の補助事業者としてすでに１つ以上の自社所有物件施工に該当しない補助事業の交付

申請（以下、「通常の交付申請」という。をしている、または今後する予定がある※こと
※例外認定を受けた事業者（以下、「例外事業者」という。）になったものの、通常の交付申請を
行ったことが確認できない、または交付申請審査時に対象外となった場合は、例外認定分の交付
申請も対象外になるのでお気を付けください

• 本補助金の対象となる既存賃貸集合住宅を所有していること（不動産賃貸業をしていること）
• その他、交付規程等に記載されているその他条件を満たしていること

例外事業者の想定

例外事業者として登録をしたい場合は、業界団体を通じてご要望ください。
事業者から要望を受けた業界団体は、前述の通り、各事業者からの申請のとりまとめをお願いします。
所属する業界団体がない場合は、省エネルギー課に確認をしてください。



申請要件の一部変更について
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一定規模の取替台数を事前にコミットする等の条件（※条件は後述）を満たした事業者（以下、
「対象事業者」という。）についても補助対象とします。

要件変更内容① 要件変更内容②

国

￥ 補助（定額）

工事請負契約等発注者

工事請負契約等元請事業者

補助事業者

共同事業者

申請
※

執行団体 事務局

機器の売買を含む
工事請負契約

補助（定額）￥

国

￥ 補助（定額）

工事請負契約等発注者

工事請負契約等元請事業者

補助事業者
共同事業者

申請
※

執行団体 事務局

機器の売買を含む
工事請負契約

補助（定額）￥

※申請：１棟あたり１台の申請も可能

申請要件（既存賃貸集合住宅1棟あたりの取替台数が２台以
上）の緩和

「工事請負契約等発注者」による申請も認める

なお、申請にあたっては、「賃貸集合給湯省エネ2024事業 大規模所有／管理事業者施
工宣誓書」を提出いただくことが必要になります。

還元￥

追加



申請要件の一部変更について
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申請要件の一部変更ができる対象事業者の条件

以下の項目を全てを満たしていることを表明する「賃貸集合給湯省エネ2024事業 大規模所有/管理
事業者申請書（以下、「申請書」という。）」を執行団体に提出すること

• 本事業を活用した給湯器取替台数を事前にコミット※すること。
① 200台以上
※本事業の申請受付終了時において申請実績が当該計画に満たない場合、本補助金の交付申請について、交付申請の却下、交
付決定の取り消し、交付済みの本補助金の返還請求等の措置をとることがあります。

• 本事業の対象となる既存賃貸集合住宅を所有している、または、既存賃貸集合住宅の管理契約を
請けている管理会社であること

• その他、交付規程等に記載されているその他条件を満たしていること（上記に記載されている内容と
そう反する場合は、上記の記載が優先される）

本措置の申請フロー

対象事業者 執行団体

① 事業HPお問合せフォーム※１に登録

※１：問合せフォームは2024年8月末頃に公開予定です。
※２：申請書は執行団体からお送りします。詳細は執行団体に確認ください。
※３：宣誓書は「③申請書の送付」を受理後、執行団体より事業者に共有します。

④ 交付申請（宣誓書※３）

② 申請書※２の共有

③ 申請書の送付

追加



よくある質問

項目 補足

一

全
般

1
こどもエコすまい支援事業と同一補助対象に
対してダブルで申請できますか。

原則として、本事業と補助対象が重複する国の他の補助制度との併用はできません。

2
こどもエコすまい支援事業で既に申請したもの
は本事業で申請できませんか。

こどもエコ住まい支援事業の申請を取り下げたのちに、本事業への申請をしてください。
なお、本事業対象になるか十分にご注意ください。

3
11月2日以前に契約したものは対象になりま
すか

契約日は補助対象条件ではありません。
工事の着工日が2023年11月2日以降に着工するものであれば補助対象となります。

4
複数台数を一括に交換する契約をした場合、
設置日はいつになりますか

1台目の着工日が本事業における着工日となります。

5
補助対象エコジョーズ等の価格は補助対象
可否に関係がありますか

工事金額は、補助対象可否に関係がありません。
ただし、補助額を下回る場合は対象外となります（売価等）。

最新更新：赤字更新 その他更新：青字
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よくある質問

項目 補足

二

補
助
対
象
と
な
る
住
宅

1 新築住宅は補助対象になりますか 対象になりません。

2 戸建賃貸は補助対象になりますか 対象になりません。

3 テナントは補助対象になりますか 住宅目的でないオフィス等への賃貸（テナント）は対象になりません。

4 分譲住宅は補助対象になりますか 対象になりません。

5
取替工事をする住戸が空室の場合、補助対
象になりますか

対象になります。
入退去等のタイミングに合わせた計画的な設備更新を推奨しています。

6
1棟所有ではなく、区分所有をしている賃貸
住戸は補助対象になりますか

対象になります。
ただし、所有する既存賃貸住戸が1棟あたり2戸以上あることが条件になります。

7
法人化した賃貸オーナーだった場合、補助対
象になりますか

個人オーナーだけでなく、法人化したオーナーも対象となります。

8
工事請負契約等がない場合、補助対象に
なりますか

原則、対象になりません。
賃貸オーナーとリース契約（転リース契約含む）を結ぶ又は工事請負契約を結ぶことを補助条件の１つとしていま
す。工事を伴わない機器のみの販売、機器の無償貸与等、工事請負契約等がないものは対象外になります。

9
定期借家契約（マンスリーマンション等）は
補助対象住宅になりますか

対象になります。
なお、民泊（住宅宿泊事業法による住宅宿泊事業としての届出又は国家戦略特別区域法の特区民泊の認定
を受けて運営する施設）及びウィークリーマンション等（専ら旅館業法の許可により運営する施設）は、対象にな
りません。

10 社宅は補助対象になりますか

対象になりません。
法人等が所有する集合住宅で、社員等と賃貸借契約（社宅使用契約等を含む）を締結して貸し出す社宅も
対象になります。
なお、いわゆる借り上げ社宅は、賃貸集合住宅の所有者に該当しないため、対象になりません。

11
住戸は２戸あるが、１戸はオーナーが居住し
ている場合、補助対象となりますか

原則、対象になりません。
ただし、法人化しているオーナー企業とオーナー間で賃貸借契約がある場合は、対象となります。

12 公営住宅は対象になりますか。
対象になります。
なお、本事業と補助対象が重複する国の他の補助制度との併用はできませんのでご留意ください。

最新更新：赤字更新 その他更新：青字
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よくある質問

項目 補足

三

補
助
対
象
と
な
る
工
事

1
同一賃貸住宅の内、1住宅1台のみの取替は
補助対象工事になりますか

原則、対象になりません。
ただし、1棟あたり、賃貸住戸10戸未満（P）の場合は、1申請あたり1台の申請は対象とする

2
同一賃貸オーナーの内、1オーナー1台のみの取
替は補助対象工事になりますか

原則、対象になりません。
ただし、1棟あたり、賃貸住戸10戸未満（P）の場合は、1申請あたり1台の申請は対象とする

3
BF式従来給湯器から壁貫通型支援対象エコ
ジョーズへの取替は補助対象工事になりますか

対象になります。
BFから壁貫通、FF式からRF式給湯器等、給排気方式または設置場所の変更は問いません。

4
支援対象外エコジョーズからの取替は補助対象
になりますか

対象になりません。
従来型給湯器（非エコジョーズ）からの取替が対象となります。

5 機能を下げた取替は補助対象になりますか
対象になりません。
機能（「給湯」、「追焚」、「暖房」、「オート/フルオート」のことをいう）が低下する機器への取替は対象外です。

6
能力（号数）が小さいエコジョーズへの取替は
補助対象になりますか

対象になりません。
同一能力または能力向上する場合のみ対象とします。

7
オール電化（電気温水器等）からの取替は補
助対象になりますか

エネルギー種別が違う場合は、対象外。
ただし、LP⇔都市ガス⇔石油は対象とする（電気からの取替は対象外）

8
暖房給湯熱源機1台をふろ給湯器と暖房専用
熱源機の2台に取り替えた場合

従来給湯器1台から支援対象エコジョーズ1台への取替を原則とする。
1台目は補助対象とするが、2台目は補助対象としない

9
エネファーム等の高効率給湯器のエコジョーズは
対象になりますか

エネファーム等の高効率給湯器の場合は、高効率給湯器補助金活用のため対象外。

10
セントラル給湯等に導入されている給湯器からの
交換

その他条件を満たすのであれば対象

最新更新：赤字更新 その他更新：青字
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よくある質問

項目 補足

四

申
請

１

1度申請したのちに、さらに1台が補助対象機
器へ取替をした場合、取替機器が1台でも補
助対象になりますか

対象になります。
同一共同申請者（賃貸オーナー等）であれば、交付申請番号を紐づけることで後日の1台取替も補助金対象と
します。ただし、すでに後日取替することが判明している場合は、次の申請をまとめる方法をとってください。
＜例＞

２

時期をずらして、1台／月取り替えていく契約
になった場合、どのように申請すればいいです
か

工事請負契約等は、1台／契約であるものの、同一共同申請者（賃貸オーナー等）から複数台契約する見込
みである場合は、複数台の取替をした段階で申請すること（1台目の契約で申請しても対象外となるため）。
＜例＞

最新更新：赤字更新 その他更新：青字

補助事業者（申請事業者）

執行団体

共同申請者（賃貸オーナー等）

申請を1つにまとめる
（3台1申請）

1台取替 1台取替 1台取替

補助事業者（申請事業者）

執行団体

共同申請者（賃貸オーナー等）

2台取替

①申請
（2台）

②申請
※①交付番号を紐づけ

1台取替
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